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特集 サーキュラーエコノミー

要　約

1	 サーキュラーエコノミー（CE）は、従来の「大量生産・大量消費・大量廃棄」のリニ
アエコノミーに代わる持続可能な経済システムとして注目されているが、産業政策とし
ての意味合いも濃く、将来的に企業・産業の競争戦略に大きく影響する可能性がある。

2	 CEへの変革においては、製品のエコデザインだけでなく、ビジネスモデルのエコデザ
イン化が必要不可欠である。CEビジネスモデルによって期待される事業機会やリスク
を見据えつつ、持続可能な事業づくりを目指す必要がある。

3	 ビジネスモデルのエコデザイン化では、製品ライフサイクル全体のシステムを再設計
し、資源効率と付加価値（収益）を最適化することを目指す。そのため、動脈産業（製
造・販売）および静脈産業（解体・破砕・選別）の変革とともに、システムをつなぐ社
会基盤（プラットフォーム）を構築しなければならない。

4	 CEの社会基盤として、バリューチェーンの各事業プロセスを構成するプレーヤー間の
データ連携とともに、製品・サービスや企業経営のCE評価手法や標準規格化、CEビジ
ネスモデルを促進させるファイナンス・スキームなど、CEへの転換を支援する仕組み・
ツールが求められる。これらの社会基盤を構築する上で、デジタル技術を活用したデジ
タルトランスフォーメーション（DX）が期待される。

5	 日本としては、GAFAなどのプラットフォーマーへの対抗、CE政策を通じて競争力強
化を狙うEU戦略への対応という観点からも、CEビジネスモデルへの転換を重視すべき
である。日本の強みである製造業が主導し、静脈企業と連携しながらCEビジネスモデ
ルを模索しなければならない時期にきている。
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された。
以前から資源効率を政策方針として掲げて

いたものの、リニアエコノミーからの転換を
意識しており、特に産業政策としての意味合
いが強い。再生材やリユースなどの目標設
定、製品ライフサイクルでの環境情報開示な
どが議論されており、EUの産業競争力を高
めるルールづくりという狙いがある。産業界
においても、CEの規格づくりを推進したり、
13年にCEの推進を目的として設立されたプ
ラットフォームCE100（Circular Economy 
100） で は、100社 を 超 え る 企 業 や 行 政、
NGO、大学などが参加し、連携強化や情報
共有、実証・検討などを行っている。

一方、日本では、リニアエコノミー下での
経済発展に伴って顕在化してきた廃棄物処分
場の逼迫を契機に、1990年代から循環型社会
に向けた3R政策（リデュース、リユース、リ

Ⅰ	動き始めた
	 サーキュラーエコノミー

1 国内外で注目されるCEコンセプト
サーキュラーエコノミー（Circular Econo-

my：以下、CE）は、従来の「大量生産・大
量消費・大量廃棄」のリニアエコノミー（線
形経済）に代わり、製品や資源を可能な限り
長く保全あるいは活用しつつ、廃棄物を最小
化した持続可能な経済社会システムのことを
意味する（図 1 ）。

欧州連合（EU）は、政策方針としてCEコ
ンセプトを2015年に打ち出し、新EU委員会
によって17年に策定された欧州グリーン・デ
ィール政策においても、重要政策の一つとし
て位置付けている。20年にはアクションプラ
ンが発表され、持続可能な製品づくりを推進
するための取り組み強化にかかわる方針が示

図1　サーキュラーエコノミーが目指すもの
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技術開発とともにさまざまな製品が生み出さ
れ、生活水準や利便性が向上する中で大量の
製品が生産され、普及してきた。その後、大
量廃棄が社会問題となって、3R政策によって
資源効率の向上や廃棄物処分量の削減といっ
た大きな成果を上げてきたものの、資源効率
の観点からはリニアエコノミーの限界が近づい
ている。

リニアエコノミーの限界にかかわる根本的
な要因の一つとして、大量生産・大量販売に
よって収益が成立するビジネスモデルがあ
る。経済協力開発機構（OECD）が提唱して
きた「拡大生産者責任」の下、製品の使用時
や廃棄時などの環境負荷を減らすためのエコ
デザインや、リサイクルなどの取り組みが進
んできたものの、それらは販売後のバリュー
チェーンを取り込んで資源効率の最大化を目
指せるビジネスモデルとはいえない。製造・
販売までを「動脈」、使用後のリサイクルや
廃棄処分などを「静脈」として捉えた場合、
資源循環の観点では動脈と静脈のバリューチ
ェーンが分断されている（図 2 ）。

サイクル）が進められてきた。「循環経済ビ
ジョン」が発表された99年の時点で、製品ラ
イフサイクルでの環境負荷の削減やエコデザ
インなどの方向性が、既に循環経済の課題と
して示されていた。2020年 5 月には、近年の
シェアリングやサブスクリプションといった
資源効率と事業収益性を両立させる新しいビ
ジネスモデルの広がりも踏まえ、新たな循環
経済政策として「循環経済ビジョン 2020」
が策定されている。

CEというコンセプトは、単に資源効率を
高める社会システムではなく、経済活動と環
境保全を両立できる持続可能な社会システム
を目指したものである。産業政策や環境政
策、消費行動、ビジネスモデル、情報インフ
ラなど、さまざまな社会・経済側面で変化・
革新が進み始めた今、CEへの動きを加速さ
せる絶好のタイミングにきている。

2 限界に近づきつつある
 リニアエコノミー

第二次世界大戦後の高度経済成長期以降、

図2　資源効率から見たリニアエコノミーの限界
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一方、産業界ではデジタルトランスフォーメ
ーション（DX）によるビジネス革新が活発
化している。また「モノ消費」から「コト消
費」への消費行動も変わりつつあり、デジタ
ル技術の発達がサブスクリプションやシェア
リングなどのビジネスモデルの普及を後押し
している。

気候変動対策では、化石資源のエネルギー
消費に伴う二酸化炭素の排出削減と気候変動
の安定化を目標に、省エネルギー化とともに
再生可能エネルギーへの転換が進められてい
る。しかしながら、高い目標を達成するため
には、エネルギー対策だけでなく、同時に製
品対策を徹底しなければならない。素材・部
品・製品の生産時にもエネルギーを投入して
いることから、使用済み製品の単なる廃棄は
生産時のエネルギーを無駄にすることにな
る。このため、バイオマスなどの再生可能資
源や使用済み製品からの回収資源を活用して
資源効率を向上させるCEは、重要な気候変
動対策の一つとしても位置付けられ、一層の
政策強化が見込まれる。

Ⅱ	サーキュラーエコノミー実現が
	 もたらすインパクト

1 持続可能性につながるCEの要素
CEは、環境保全面における環境負荷の最

小化、資源効率の最大化とともに、経済社会
面での新たな産業創出や収益構造の転換を両
立させながら、持続可能性を目指すものであ
る。そのためには、製品のエコデザイン化だ
けでなく、ビジネスモデルのエコデザイン化
が欠かせない。

CEにおけるビジネスモデルのエコデザイ

このため、動脈と静脈を連携させて資源効
率を最適化するための解決方策として、製品
ライフサイクルにわたるバリューチェーンを
つないで持続可能な社会を目指す「サーキュ
ラーエコノミー（CE）」が期待されている。
経済面では、資源消費の抑制によるコスト削
減とともに、回収資源や遊休資産などの活用
による利益や雇用の創出などの効果がある。
エレン・マッカーサー財団（以下、EMF）
の試算によると、CEへの転換によって、欧
州では2030年までに最大2.1兆米ドルの年間
利益を生み出し、中国では40年までに約10兆
米ドル（中国のGDP予測の16％）を節約す
ると予測されており、相当の経済的なインパ
クトが見込まれている。

3 CE実現を促進させる社会動向
今、CEへの動きが加速化しつつある背景

として、急速に発達するデジタル技術を活用
したビジネスモデルの登場や消費行動の変化
とともに、もう一つの重要な環境課題である
気候変動対策としての認識の高まりが挙げら
れる。

ハード・ソフトの両面で発達・普及するデ
ジタル技術は、大きく社会システムやビジネ
スモデル、消費行動を変革するポテンシャル
を持っている。センサー・ネットワーク技術
が動脈や静脈の情報をつなぎ、ブロックチェ
ーン・暗号技術などによる高いセキュリティ
の下、ビッグデータ解析やAIなどを活用し
て新たな製品・サービスやビジネスモデルを
生み出しやすい環境にある。

政 府 に お い て は、 ス マ ー ト シ テ ィ や
Society 5.0といった、デジタル技術を活用し
た社会システムの構築を目指した動きがある
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スク回避の両面において次のようなメリット
が想定され、事業の持続可能性に貢献できる
と考えられる。

（1）	 CEがもたらす事業機会

製品ユーザーとは販売後の使用・廃棄にわ
たって接点（つながり）を持つことが可能と
なり、継続的なサービス提供や新たな製品・
サービスの開発などにも対応できる機会が得
られる。また静脈との連携（つながり）によ
って、資源効率に資する情報の集約や新たな
サービスの創出などにも展開できる機会が想
定される。

（2）	 CEによるリスク回避

気候変動、環境汚染、廃棄物処理などの環
境規制が強化されており、最近では製品ライ
フサイクルやサプライチェーンでの環境対応
も重視されつつある。また枯渇性資源の供給
逼迫や、貿易摩擦あるいはナショナリズムに

ン化では、持続可能性の向上に貢献する主な
要素として、次の3点が考えられる（図 3 ）。

①付加価値軸：製品の生産・販売による収
益ではなく、便益（サービス）の提供による
収益になれば、製品の長期使用や使用後の回
収を前提に資源効率を最適化した事業プロセ
スが可能

②プロセス軸：製造・販売までで分断され
ずに、使用・廃棄後までの事業プロセスが連
携できれば、継続的な関係に基づくビジネス
展開が可能（ユーザーとのつながり、静脈と
のつながり）

③時間軸：製造・販売までの短期ではな
く、使用・廃棄後までの長期の事業期間にな
れば、長期を前提とした製品設計やビジネス
モデルの選択肢が広がる

2 事業機会・リスクから見た
 CEのメリット

CEへの転換を通じて、事業機会およびリ

図3　サーキュラーエコノミーが目指すもの（要素とメリット）

動脈から静脈がつながるバリューチェーン
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Ｃ
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部品 製品 販売 回収 解体 廃棄
破砕・
選別

使用
（サービス提供）

付加価値軸：製品のサービス価値の提供によって、製品の長期使用や使用後の回収を前提に資源効率の最適化が可能

プロセス軸：製造・販売までの動脈と使用後の静脈との事業プロセスを連携できれば、継続的で安定的なビジネス展開が可能

時間軸：製品の使用後までの長期を前提とした、製品設計やビジネスモデルの選択肢（デザイン思想）が広がる

CEの2つのメリット

CEがもたらす事業機会 CEによるリスク回避

● 製品ユーザーとの接点が、継続的なサービス提供や新
たな製品・サービスの開発などにつながる

● 静脈との連携が、資源効率のための情報集約や、新た
なサービスの創出などにつながる

● 気候変動や環境汚染などの環境規制の強化への対応
● 枯渇性資源の供給逼迫や貿易摩擦あるいはナショナリ
ズムに伴う資源調達リスクの回避
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伴う調達制約が高まってきている。製品ライ
フサイクル全体かつ長期間のビジネスを前提
にした、ビジネスモデルのエコデザイン化
は、事業制約となるリスクの回避に資するも
のと考えられる。

Ⅲ	サーキュラーエコノミー実現
	 に向けて解決すべき重要課題

CE実現に向けては、次に示すエコデザイ
ン化の方向性と、その具現化のためのアプロ
ーチが重要な課題となる。

1 資源効率を高める製品の
 エコデザイン化

製品のエコデザイン化の必要性はこれまで
も指摘されており、リニアエコノミーと同様
に、次の 3 つが製品のエコデザイン化の方向
性として挙げられる。

まず製品寿命の延長が最重要になる。でき
るだけ長期に使用できる製品づくりによっ
て、使用期間当たりの資源消費量を削減する
ことができる。長寿命化は製品数の減少をも
たらすものの、CEでは、製品のサービス化
によって収益モデルを変え、また継続的なサ
ービス提供も可能となる。そのための手段と
しては、耐久性の強化や構造の冗長化、部品
交換・修理の容易化、部品のモジュール化、
さらにはモジュール交換による機能更新など
がある。

次いで、第三者による「リユース」、別製
品の部品・材料として利用する「リマニュフ
ァクチャリング」、中古品などを整備して新
品に準じた状態に仕上げる「リファービッシ
ュ」など、できるだけ素材に戻すことなく、

製品や部品として使用し続ける方法がある。
用途としては限られるが、モーターや二次電
池など、多様な製品に共通する高品質な部品
などであれば、十分に利用できる可能性があ
る。CEにおける製品のサービス利用の普及
を想定すれば、部品などの二次利用を前提と
した製品設計や事業連携にも可能性が広が
る。そのためには、製品や部品の使用履歴や
性能評価などのデータ共有が重要となる。

最後に、素材に戻して再利用する「リサイ
クル」が挙げられる。しかしながら、使用済
み製品を回収して素材に戻すには、相当のコ
ストやエネルギーが必要となる。CEにおい
ては、リサイクルしやすい設計に加えて、低
コストでの回収システム、さらには資源回収
を前提とした再生素材の供給といったビジネ
スモデルを合わせつつ、収益性あるいは資源
確保の観点から製品のエコデザイン化を考え
ていかなければならない。

2 全体最適のための
 ビジネスモデルのエコデザイン化

CEのビジネスモデル例としては、資源効
率という観点から、廃棄物から資源を取り出
して再生材や二次製品として活用するリサイ
クルなどは当然のこと、必要な分だけを受注
生産する「オンデマンド」や、デジタルによ
るサービス提供（音楽配信など）を行う「脱
物質化」なども取り上げられている。ここで
は、消費行動の変化や情報技術の発展を背景
に広がりつつある、シェアリングやサブスク
リプションなどによる製品のサービス化につ
いて、 3 点から注目している。

まず製品の所有者がユーザーではなく、メ
ーカーであることが想定され、素材や部品、
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設計や性能までを熟知しているメーカーであ
れば、最適な製品設計を行うことができる。
次に、製品の使用時に消費者や使用履歴とい
った情報を把握することも可能であり、使用
履歴などの情報に基づいて適時にメンテナン
スや修理・交換などを行えば使用期間を延ば
すことにつながる。使用後においても、使用
済み製品の所有者として回収や資源活用など
の方法を決める立場にあることから、使用済
み製品を二次資源として効率的に確保し、特
に希少資源の資源調達リスクを軽減できる。

このように、製品のサービス化では貴重な
資源（資産）を最大限に活用して投資効率を
高めるためのエコデザインを考案し、実行し
やすくなる。これまでのリニアエコノミーを
変革するポテンシャルを有するCEビジネス
モデルになると考えられる。

3 エコデザインを具現化する
 3 つのアプローチ

製品およびビジネスモデルのエコデザイン
を具現化してCEを実現していくためには、
①動脈産業（製造・販売）の変革、②静脈産
業（解体・破砕・選別）の変革、③製品ライ
フサイクルにわたる社会基盤（プラットフォ
ーム）の構築、が必要である（図 4 ）。

（1）	 動脈産業（製造・販売）の変革

CE実現に向けては、製品およびビジネス
モデルのエコデザイン化は避けられない根本
的な課題である。しかしながら、リニアエコ
ノミーという大量生産の下で生み出されてき
た製品が現在の企業経営や事業収益を支えて
おり、新たにCEビジネスモデルに転換して
いくことは容易ではない。一方で、消費行動

や情報技術などの大きな社会変化が進む中、
ビジネスモデルを対応させていくタイミング
にあることから、既存概念を取り払ってCE
での製品付加価値や事業収益などの捉え方を
見つめ直し、動脈産業から変革を起こすとい
った意気込みが求められる。

（2）	 静脈産業（解体・破砕・選別）の変革

CE実現のためには、静脈産業の役割が非
常に重要になってくる。これまでは、資源活
用できる部品や素材などを解体・破砕・選別
といった基本技術によって取り出してきた
が、資源効率の観点からは、処理品質を高め
て付加価値のあるリサイクル原料を生み出す
ために、処理プロセスの高度化が必要にな
る。

しかしながら、静脈産業は各地域に根付い
た中小規模の事業者が大半で、処理プロセス
や処理品質の体系化や標準化には至っておら
ず、動脈産業のような企業間連携やデジタル
技術活用もあまり進んでいない。CEに対応
していく準備が十分な状況にあるとはいえ
ず、今後、デジタル技術をうまく活用しなが
ら処理プロセスを高度化して、企業力強化と
企業間連携の両面から変革に取り組む時期に
きている。

（3）	 社会基盤（プラットフォーム）の構築

CEに適応した製品ライフサイクル（ビジ
ネスモデル）に転換していくためには、動脈
産業および静脈産業それぞれの変革に加え
て、製品ライフサイクルにおける動脈から静
脈までをつなぐ社会基盤（プラットフォー
ム）を構築することが第 3 の重要課題となる。

製品設計とビジネスモデルのエコデザイン
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は一体的なシステムであり、動脈産業あるい
は静脈産業における個々のプレーヤーが単独
でシステムを組み立てることは困難である。
バリューチェーンの各プレーヤーが連携して
CEビジネスモデルの全体システムを統合化
していくことが、CEの実現に近づくための
重要なポイントとなる。

4 低付加価値製品にとっての課題
CE実現に向けて、自動車や家電などの耐

久消費財は、貴金属などの枯渇性資源を使っ
た高付加価値の製品であり、製品の使用時に
はデータ連携しやすいものであることから、
ビジネスモデルのエコデザイン化は比較的イ
メージしやすい。しかしながら、EUのCE政
策において容器包装や衣類、建設・建築など
が重要製品として取り上げられているよう
に、他製品のCEも考えていかなければなら
ない。ここでは、低付加価値製品として一般
消費者が使う生活用品や衣類、家具などを想

図4　エコデザインを具現化するための３つのアプローチ

CE実現に向けた３つのアプローチ

動脈産業（製造・販売）の変革 静脈産業（解体・破砕・選別）の変革

社会基盤（プラットフォーム）の構築

①CEビジネスモデル
　－使用者のトレース管理
　－使用履歴データの収集
　－故障・メンテナンス時のユーザー通知
　－サービス事業（所有権はメーカー）での回収・交換のスキー

ム構築
　－回収物の資源活用（リユース・リサイクルなど：同製品群、

ほかへの二次利用）　

②製品のエコデザイン（回収・再利用を前提）
　－使用履歴の記録
　－長寿命設計
　－易解体設計
　－易再生設計（再利用に適した素材の選定、使用量の設定）
　－モジュール化
　－アップデート機能

①企業力の強化
　－個別プロセス（解体・破砕・選別など）の高度化
　－対象物に応じたプロセス連携・最適化（プレ破砕の対策強

化）
　－対象物に応じた処理計画の設計（設備稼働の効率化）　
　－作業品質・ノウハウの向上（ツール開発・システム化）

②産業力の強化（連携）
　－回収・処理のトレーサビリティ
　－資源物の市場マッチング
　－プロセス認証（品質保証）
　－企業間のプロセス連携による付加価値の向上（選別品質の

向上、都市鉱山のストック活用など）

①バリューチェーン連携
　－より長期に製品使用するための「メーカー」と「ユーザー」の連携
　－より高品質で資源循環させるための「メーカー」と「解体事業者」の連携
　－より高品質で資源循環させるための「静脈」企業間の連携
　－持続的な資源循環を実現するための「動脈」企業間の連携
　－製品ライフサイクルのトレーサビリティを確保するための「動脈」と「静脈」

の連携

②CE実現を促進する仕組み・ツール
　－製品の資源効率を示す評価手法（対一般消費者）
　－企業や事業の資源効率を示す評価手法（対投資家・株主）
　－CEビジネスに関する標準規格・規制強化
　－CEビジネスのファイナンス・スキーム

など
など

など

など

など
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やシェアリングなどのサービス化がCE実現
に役立つと考えられる。サービス化によっ
て、顧客との継続的な関係を保つことができ
れば、使用済み製品を回収しやすくなり、低
付加価値製品であっても、回収を前提にした
素材や設計などの製品エコデザインを通じ
て、低コストでの資源循環を構築しやすくな
る。加えて、事業をより安定的に継続するこ
とにもつながるものと期待される。

（3）	 回収システムの低コスト化

資源循環では、使用済み製品の回収は必要
不可欠なプロセスであるが、回収のためのコ
スト負担が障害である。資源価値の低い素材
であれば、回収システムを低コスト化できな
ければ、資源循環は成立し得ない。効果的な
有望策といえるものはないが、製品の入れ替
え時の回収や、他社・他製品との共同回収、
他製品のリサイクルルート（二次利用）への
合流など、解決策を見いだす必要がある。
P&Gジャパンやイオン、味の素、キヤノン
などの22社が参画表明している、化粧品や飲
料などの容器を回収・再利用する事業Loop

（米テラサイクル）は一つの参考例になる。

Ⅳ	サーキュラーエコノミー実現を
	 推進するための社会基盤DX

CEを実現するための社会基盤（プラット
フォーム）については、DXという新たな発
想の下、リニアエコノミーのビジネスモデル
とは異なる方向性を見いだしていく必要があ
る。ここでは、バリューチェーン連携のあり
方と、CE実現を促進する仕組み・ツールの
観点から、DXによるCE社会基盤づくりの方

定し、CE実現に向けた課題を整理する。
高付加価値製品との相違点として、資源

（素材）としての価値が低いこと、市町村に
よるごみ収集があることの2つがCE実現の障
害になる。耐久消費財ではない生活用品に
は、資源価値が高い金属はあまり使われず、
プラスチックやガラス、木材などが主な素材
となる。再び資源として活用しようとしても
回収・選別などのコストがかかることから、
リサイクルなどでの事業収益を確保すること
は困難である。一方で、一般消費者はごみを
市町村の収集に排出できるため、リサイクル
などのために使用済み製品を集めることは容
易ではない。

これらの障害に対して、CEビジネスモデ
ルを構築するためには、次に示す課題を解決
する必要がある。

（1）	 再生可能資源および再生素材の活用

資源価値の低い素材の資源循環は経済的に
困難であることを踏まえると、枯渇性資源で
はなく、資源循環される再生可能資源を活用
することが解決策として挙げられる。次に、
資源価値が低いためにごみとして収集・処理
せざるを得ないことを想定すると、他製品か
らのリサイクル原料の受入先として再生素材
をカスケード活用（低品質な素材として）で
きれば、資源効率の向上につながる。特に、
他人での再使用や素材としての再利用が困難
な使い捨て製品にとって重要なエコデザイン
である。

（2）	 ビジネスモデルのサービス化

低付加価値製品にとっても、ビジネスモデ
ルのエコデザインとしてサブスクリプション
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供者が製品の使用データを管理することをユ
ーザーが許容しないことも想定されるため、
ユーザーの協力が得られる情報管理・サービ
ス提供を考えていく必要がある。

既に製品開発では、サービス型製品でなく
ても、センサー技術やIoTなどによって製品
の使用データを管理してビジネスに活用する
取り組みは既に始まっている。CEにおいて
も、製品使用時のデータ管理の仕組みづくり
は製品を通じてメーカーとユーザーがつなが
る手段として重要な社会基盤となる。

（2）	 より高品質で資源循環させるための

	 「メーカー」と「解体事業者」の連携

最終的に使用済みとなった製品から、まだ
使用可能な部品や、高価あるいは希少な部
品・素材などを取り出す解体プロセスは、高
い資源効率かつ低いコストで資源循環を行う

向性を整理する。

1 CE実現に必要な
 バリューチェーン連携

CE実現のためのバリューチェーン連携の
あり方について、プレーヤー間（事業プロセ
ス間）の観点から 5 つの連携が重要になると
考えられる（図 5 ）。

（1）	 より長期に製品使用するための

	 「メーカー」と「ユーザー」の連携

製品をより長く使用するためには、製品の
使用状況・使用履歴などにかかわるデータを
記録・管理することが重要であり、それらの
データは修理・部品交換などのメンテナンス
やリユースを適時・適切に行うための基礎的
な情報となる。しかしながら、サービス型製
品であっても、メーカーあるいはサービス提

図5　CE社会基盤におけるバリューチェーン連携

動脈から静脈がつながるバリューチェーン

①メーカーとユーザー

②メーカーと解体事業者

③静脈企業間④動脈企業間

⑤動脈と静脈

製品をより長く使用するため、製品の使用状況・使用履歴などのデータ連携

より高品質で資源循環させるため、効率的・効果的な解体に役立つ素材・設計などの製品データ連携

より高品質で資源循環させるため、処理対象物に
適したプロセス設計あるいは企業間連携

持続的に資源循環させるため、素材や部品などの二次利用を
前提とした素材・使用履歴などのデータ連携とプロセス連携

製品ライフサイクルでの資源循環を可視化して、一般消費者や投資家などの情報ニーズにも応えるため、
資源循環の状況にかかわるトレーサビリティのデータ連携

素材 部品 製品 販売 回収 解体 廃棄
破砕・
選別

使用
（サービス提供）
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砕・選別することによって、解体から破砕・
選別のプロセス全体を最適化することが重要
な課題である。ただ、プロセス全体の最適化
に取り組めるのは、解体から破砕・選別まで
の一貫したプロセスを持つ事業者に限られ
る。一貫したプロセスを持たない事業者の場
合には、それぞれの事業者が持つプロセスや
技術には処理対象物によって得意・不得意が
あることから、事業者間の連携の下、役割分
担によってプロセスを最適化できる可能性は
あると考えられる。

そのため、CEでは、解体から破砕・選別
のプロセス全体を最適化するため、解体・破
砕・選別のプロセス・技術や処理物などのデ
ータを静脈の企業間で共有・連携する仕組み
が社会基盤として必要になる。

（4）	 持続的な資源循環を実現するための

	 「動脈」企業間の連携

回収したリサイクル原料の資源循環を完結
させる上では、再生（精製）・加工メーカー
と最終製品メーカーによる連携も重要にな
る。低品質な再生材としてカスケード利用す
ることから脱却して、より高品質な材料とし
て再生し、さらには再び同様製品の材料とし
て循環させるため、製品メーカーは再生（精
製）・加工メーカーと協力して、高度な資源
循環の仕組みを構築する必要がある。

またリマニュファクチャリング、リファー
ビッシュなど、部品などの二次利用による資
源循環では、素材や設計などの情報共有や、
性能や品質などの評価・保証などが事業化す
る上での課題になると想定される。製品メー
カーと二次利用者の協力関係がなければ、リ
マニュファクチャリングなどの実現は非常に

上で非常に重要な役割を持つ。しかしなが
ら、解体プロセスでは手作業が多く、コスト
負担が大きくなりやすいため、解体を行うに
も限度がある。製品メーカーが有している、
製品・部品などの設計や素材などのデータ
は、資源価値の高い部品などの特定や効率的
な解体作業の検討に有益な情報となる。

たとえば、電気自動車やハイブリッド自動
車などに使われる二次電池（リチウムイオン
電池など）や高性能モーターは耐久性が強
く、汎用的な使用も可能であることから、自
動車の製品寿命が来ても部品として二次利用
可能であることが想定される。二次利用の可
能性を評価する上で、製品の使用時データは
有益な情報であり、解体事業者にデータ連携
できれば、二次利用の促進につながることが
期待される。

製品メーカーにとっては秘匿性の高いデー
タであることから、CEでは、データのセキ
ュリティを担保しながら、解体事業者と必要
な情報を共有できる仕組みが新たな社会基盤
として必要になる。

（3）	 より高品質で資源循環させるための

	 「静脈」企業間の連携

これまでは、解体プロセスにおいて、売却
による収益が期待できる部品や処理時の危険
性を持つ部品などを取り外した後は、残され
たさまざまな残滓を破砕・選別することでリ
サイクル原料を回収してきた。CEでは、使
用済み製品を再び素材・部品などの調達源と
するためには、より高品質なリサイクル原料
を目指す必要がある。

破砕前の解体時には、素材・品質や構造に
応じた分類で取り外し、各分類に適した破
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（データの共有、可視化など）が、前述した
（1）から（4）の連携とともに必要な社会基
盤となる。

2 CE実現を促進する仕組み・ツール
CEビジネスモデルを普及させていく上で

は、その製品・サービスを提供される一般消
費者や、CEビジネスモデルに取り組む企業
や事業に出資する投資家・株主といったステ
イクホルダーに対して、資源効率にかかわる
取り組み状況や到達レベルなどを、指標など
によって可視化していくことが重要である。
加えて、製品・サービスを提供する動脈や、
資源循環のための機能を担う静脈にかかわる
プレーヤーに対しては、CEビジネスモデル
にかかわるルールや基準などを整備していく
ことがCE実現の加速化につながる（図 6 ）。

（1）	 製品の資源効率を示す評価手法

	 （対一般消費者）

一般消費者にとっては、家庭生活での省エ
ネルギー対策は、光熱費の削減という経済的
メリットが定量データとして得られることか
ら理解されやすいが、家庭生活での資源循環
は経済的メリットが分かりにくい。このた
め、消費者の環境意識にアピールするため、
製品の資源効率を示す評価指標が役立つもの
と考えられる。

製品ライフサイクルでの二酸化炭素の排出
量を示すカーボン・フットプリントは、製品
の環境データを示す先行事例であり、EUで
は、製品・サービスの資源効率を示す評価指
標に関する議論が始まっている。

難しいと考えられる。
一つのCEビジネスモデルとして完成させ

るためには、動脈内でも素材メーカー、部品
メーカー、最終製品メーカー、二次利用者な
ど、動脈の企業間において、業務プロセスを
連携させる社会基盤が求められる。

（5）	 製品ライフサイクルの

	 トレーサビリティを確保するための

	 「動脈」と「静脈」の連携

最終的には、製品ライフサイクル全体にわ
たって資源循環を円滑に機能させるために、
動脈から静脈までの資源循環をデータとして
トレースし、必要に応じて情報共有・可視化
することも重要である。特に、金属くずの精
製リサイクルやプラスチックのケミカルリサ
イクルでは、再生材はバージン材との見分け
がつかず、動脈企業における再生材の活用状
況を見えにくくする可能性がある。静脈企業
から供給されたリサイクル原料が、素材メー
カーによって再生素材となり、再生材として
加工されて再び製品に使用されたことを証明
できれば、再生材の活用に取り組む動脈企業
にとってもメリットとなる。

また資源循環や気候変動、生物多様性な
ど、持続可能性にかかわる法規制強化やESG
投資などの動きを踏まえると、今後、CEへ
の取り組み状況は企業の持続可能性にかかわ
るリスクになると認識され、気候変動と同
様、投資判断材料である非財務情報の一つと
して、資源循環の情報開示要請が高まること
も想定される。

このためCEでは、製品のライフサイクル
にかかわる動脈と静脈の連携を通じて資源循
環のトレーサビリティを確保できる仕組み
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州復興開発銀行の「Green Transition Bonds」
など、CEを資金使途対象として公表された
事例もある。

タクソノミーの一分野として、CEにかか
わる資源循環分野が取り上げられており、企
業や事業の資源効率を評価する手法も検討さ
れている。EMFが公開したツール「Circulyt-
ics」は、製品の資源循環を定量的に把握し
て管理するための支援ツールであり、賛同す
る企業の協力を得て開発された。

（2）	 企業や事業の資源効率を示す

	 評価手法（対投資家・株主）

気候変動問題にかかわるリスクが顕在化し
つつある中、投資家・株主の間では長期的な
視点で持続可能性のある企業や事業を重視す
るESG投資の動きが活発化している。石炭火
力発電など、投資対象外を示したネガティブ
リストが公表される一方、持続可能性のある
投資対象にかかわる分野と判断基準を設定し
たタクソノミーを策定する取り組みが進められ
ている。CEも対象分野の一つであり、既に欧

図6　CEの全体イメージ（ビジネスモデルの構成要素と仕組み・ツール）
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もある。資産運用会社であるブラックロック
は、EMFと連携して、CEへの転換を加速す
るためのファンドを2019年に組成し、ファイ
ナンスによる支援に取り組んでいる。

3 CEビジネスモデルの
 実現を支えるDX

CEビジネスモデルの社会基盤として、製
品ライフサイクルおよびバリューチェーンで
のデータ連携が必要不可欠である。しかしな
がら、新たなCEビジネスモデルでは、従来
の事業プロセスや商流、さらには収益配分や
産業構造までを変える可能性を持つ、大胆な
変革が必要になることが想定される。

このため、ブロックチェーンや暗号化など
も含め、高度なデジタル技術を活用したDX
を実行することが、CEビジネスモデルの実
現の成否をにぎると考えられる。

Ⅴ	目指すべき日本型サーキュラー
	 エコノミーとアプローチ

CEは持続可能な経済システムであり、非
常に強い推進力や体制がなくては、これまで
のリニアエコノミーからの転換は実現し得な
い。動脈から静脈にわたるバリューチェーン
の連携は、大きな困難や紆余曲折を伴う課題
を克服していくため、動脈主導・静脈連携に
よるCEビジネスモデルの推進とともに、CE
社会基盤としての法制度や仕組み、ルールづ
くりなどの政策支援、そして社会基盤DXを
実現するためのプラットフォーマーやファイ
ナンサーの協力が必要不可欠である。

新しいCEビジネスモデルとそれを支える
社会基盤は、短期的に立ち上げられるもので

（3）	 CEビジネスに関する

	 標準規格・規制強化

今後、さまざまなCEビジネスモデルや資
源循環の仕組みが模索される中、どのような
CEビジネスモデルが望ましいか、CEビジネ
スモデルの開発・普及のためにどのようなル
ールや基準が必要か、CEビジネスをどのよ
うにマネジメント・評価していくべきかとい
ったニーズが高まることが想定される。

既に2019年からCEの国際標準づくりが国
際標準化機構（ISO／TC323）にて行われて
おり、CEビジネスモデルやマネジメントシ
ステムなどの規格が検討されている。また
EUのCE政策では、再生材やリユースの拡大
などの規制強化が議論されている。

いずれも各国の企業・産業にとって不利な
要件となるリスクがあり、率先してCEビジ
ネスモデルに取り組むことで、標準規格や規
制強化に対処できるように準備する時期にき
ている。

（4）	 CEビジネスのファイナンス・スキーム

当然のことながら、CEビジネスモデルへ
の転換には相当の投資が必要であり、資金を
呼び込むためのファイナンス・スキームの整
備も求められる。

前述した評価指標や標準規格などは、投資
対象として適切なCEビジネスモデルを選定
するための重要な判断材料として期待される
一方、CEビジネスモデルによっては不利な
評価となるリスクが懸念される面もあるが、
ファイナンス・スキームは、CEビジネスモ
デルの普及を支える仕組みとして必要不可欠
であると考えられる。

既にCEを対象としたファイナンスの動き
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日本型CEビジネスモデルを目指しては、
製品を熟知する製造業の主導と、使用済み製
品の資源活用ノウハウを持つ静脈企業との連
携によって、製品ライフサイクル全体で付加
価値（収益）と資源効率を最適化すること
が、競争力や持続可能性の向上に貢献すると
期待される。

2 動脈主導を実行するための
 アプローチ

CEビジネスモデルにおいて動脈が主導的
な役割を担う必要がある一方、リニアエコノ
ミーで作り上げてきた従来のビジネスモデル
での収益構造や成功体験がある中、大きく
CEビジネスモデルに舵を切ることは相当の
困難を伴うことが見込まれる。またCEビジ
ネスモデルの構築はすぐに実現できるもので
はなく、さまざまな紆余曲折を経ながら最適
解を見いだすために時間がかかることも想定
される。

このため、次の 3 つのアプローチを念頭に
おいて、CEビジネスモデルに取り組むべき
であると考えられる。

（1）	 実行できることからステップアップ

CEビジネスモデルでは、製品ライフサイ
クル全体のエコデザイン化を目指すとはい
え、当初の時点で最適解を見いだすことは容
易ではなく、バリューチェーン上のすべての
プレーヤーを短期間で巻き込むことは現実的
ではない。

このため、CEビジネスモデル仮説に対し
て、実行しやすいところから部分的、段階的
に取り組み、次第にCEビジネスモデルとし
て拡張していくというアプローチも一つの選

はなく、個々の成功事例を積み上げながら、
社会基盤として段階的に発展させていくとい
うアプローチが重要になる。

1 動脈主導・静脈連携による
 CEビジネスモデル

製品ライフサイクルでの資源効率、持続可
能性を高めるCEビジネスモデルでは、リニア
エコノミーにおける各プレーヤーの役割だけ
ではなく、産業構造や収益分配までを変える
可能性を有する。最新の情報技術によるDX
が、新たな製品・サービスを生み出し、より
高い付加価値と資源効率を両立させるCEビ
ジネスモデルに転換する大きな潜在力となり
得る。また製品・サービス市場で競争力を高
めてきたGAFAなどのプラットフォーマーへ
の対抗、CE政策を通じて競争力強化をねら
うEU戦略への対応という観点からCEビジネ
スモデルを捉えてみることも重要である。

CEビジネスモデルへの転換に乗り遅れて
しまうと、企業経営の持続可能性にかかわる
重大なリスクとなる懸念もあり、日本として
も、CEを目指した取り組みを強化し、日本
型CEビジネスモデルを世界に提示していか
なければならない。日本型のCEビジネスモ
デルは、CE政策の推進において静脈メジャ
ーが積極的に関与する欧州とは異なり、優れ
た技術・ノウハウとともに資本力を持つ製造
業が主導しながら、新たな技術・ビジネスモ
デルに高い関心を持つ静脈企業と連携する形
を目指すことになると考えられる。既にCE
ビジネスモデルにつながる事業化に先行的に
取り組む静脈企業も登場してきており、動脈
企業がそれらの事業を積極的に活用する動き
も増えてきている。
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択肢である。

（2）	 新規のものから切り開く

事業収益が成立している既存ビジネスモデ
ルをCEビジネスモデルに転換するためには、
社内外の多くの関係者と調整しながらさまざ
まな障害を乗り越えなければならず、かなり
の時間とリーダーシップ、調整力が必要とな
る。既存事業ではなく、白地から立ち上げて
いく新規事業であれば、CEビジネスモデル
に取り組みやすい。

このため、新製品あるいは新サービスの事
業案件、また未進出の国・地域での新規参入
案件など、新規のものを対象にCEビジネス
モデルを検討するというアプローチも必要に
なる。

（3）	 外部パートナーの力を注入する

CEビジネスモデルを具現化していくため
には、これまでのビジネスモデルにかかわる
先入観を排除し、新たな価値観や発想を持つ
ことが重要である。しかしながら、動脈主導
とはいえ、大手メーカー自らが新たな価値観
や発想からCEビジネスモデルを見いだすこ
とは容易ではない。

そこで、外部の価値観や発想を取り込むた
め、先鋭的な知見や技術、事業を有する外部
プレーヤーを巻き込むことが一つの解決策と
なり得る。CEビジネスモデルに取り組むス

タートアップや、高度な資源循環の開発に取
り組む先進的な静脈企業などは、CEビジネ
スモデルを具現化するための重要なパートナ
ーになり得る。

CEビジネスモデルは、製品ライフサイク
ル全体での資源効率の最適化を狙ったコンセ
プトであるが、以下 3 点を念頭に置きつつ、
これまでの経営や政策を見直す時期にきてい
ることを認識しなければならない。

①企業経営にとっての競争戦略（機会・リ
スク）に重大な影響を与え得る

②動脈と静脈の全体システムを再構築する
ものである

③高度な情報技術によるDXがCEビジネス
モデルの実現を後押しする
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